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２月 ３月

①（仮称）組織
計画の策定・実
施

②（仮称）業務
改善推進計画の
策定・実施

③施設使用料の
研究・見直し

８月 ９月 10月 11月 12月 １月

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み ４月 ５月 ６月 ７月

【達 成年 度】

平成２５年度　計画策定・実施
平成２５年度　計画策定・実施
平成２５年度　研究・見直し

達 成 時 期 平成２７年３月（第２次対馬市行財政改革大綱対象期間）

項 目 市民協働型の行財政システムの確立を目指します。

内 容

　市民と行政の連携による質の高い協働型市政を確立するため、合併
から今日まで取り組んできた行財政改革を継続しつつ、足腰の強い財
政基盤を構築し、地域の特性を活かした自立性、独自性のある自治体
運営を目指します。
　今年度は、昨年度目標未達成分の計画等について取り組みます。

指 標
（数値目標）

【 今 年 度 】

（仮称）組織計画の策定実施
（仮称）業務改善計画の策定
施設使用料の見直し

課　名 総 務 課

№
総 合 計 画

の 区 分

施策の大綱 対　象　外

施 策 対　象　外

全体 №１２　
個別 003-01

平成２５年度［ 総 務 部 ］ 組織目標



・同　　上

全体 №１３　
個別 003-02

○ ○

８月 ９月 10月

項 目 健全な財政運営の執行と財政状況のわかりやすい公表

わかりやすい予
算書の作成及び
配布

７月

ホームページに
よる公表

２月 ３月

健全な財政運営
の執行

広報紙での公表

達 成 時 期 平成２６年　３月

12月 １月

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

取り組み

○

11月

○

５月

○

【達 成年 度】

平成２４年度財務諸表 ○

４月 ６月

○○

平成２４年度健全化判断比率及び資
金不足比率

○

平成２４年度決算 ○

平成２５年度当初予算 ○ ○（概要版）

内 容

・市の財政状況や予算・決算などについて、市報・ホームページにわ
かりやすい形で掲載し、市の財政状況に関する市民の理解を深められ
るように努めます。また、今年度から当初予算の概要版を作成し、各
世帯に配付します。

・将来の公債費抑制を図るため、借入方法等（償還年数、据置期間
等）に関する情報を収集し、研究を進めるとともに、積極的な繰上償
還を実施します。

指 標
（数値目標）

【 今 年 度 】
公表項目 ホームページ 市報

平成２４年度下半期及び平成２５年
度上半期予算の執行状況

○

課　名 財 政 課

№
総 合 計 画

の 区 分

施策の大綱 なし

施 策 なし

平成２５年度［ 総 務 部 ］ 組織目標

随 時 実 施



・当初発注予定工事公表分（１０１件）の入札実施目標

・ 第１四半期 ３１件 ・ 第２四半期 ４２件
・ 第３四半期 ２５件 ・ 第４四半期 ３件

・同　　上

入札参加資格申請
の検証

業者の格付けの検
証

全体 №１４　
個別 003-03

平成２６年　３月

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

７月 11月 12月 １月 ２月 ３月

入札・契約制度の
検証

取り組み ４月 ５月 ６月 ８月 ９月 10月

項 目 入札・契約の適正化

内 容

　常に入札契約制度の検証を行い、公正性の確保・客観性・透明性
の向上に努めます。また、現下の経済情勢を考慮し、国・県の動向
と歩調を合わせ、適正な落札率となるよう運用を図ります。
　また、本年度は、現在の入札参加資格者申請について検証を行い必
要に応じ、改めるよう努めます。
さらに、業者の格付けについても検証し、必要に応じ、改めるよう努
めます。

指 標
（数値目標）

【 今 年 度 】
・建設工事入札の最低制限基礎価格の乗率を９０％とすることを
　継続し、さらに今年度よりコンサル業務、役務についても最低制
　限価格を設定し、適正な落札率となるよう運用を図ります。
・現入札参加資格者申請について、検証を行い、必要に応じ改めま
　す。
　また、業者の格付けについても検証し、必要に応じ改めます。

【達 成年 度】

達 成 時 期

課　名 財 政 課

№
総 合 計 画

の 区 分

施策の大綱 対象外

施 策 対象外

平成２５年度［ 総 務 部 ］ 組織目標


